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コンクリートの劣化状態に応じた予防保全技術に関する研究 

研究予算：運営費交付金 
研究期間：平 31～令 3 
担当チーム：耐寒材料チーム 
研究担当者：安中新太郎、島多昭典、 

菊田悦二、内藤勲、内田侑甫 
 
【要旨】 
凍害・塩害の複合する厳しい環境にあるコンクリート構造物の劣化進行は速いことから、初期の軽微なひび割

れは早期に補修することが望ましい。しかし、その修復効果や適用性は明確になっていない。本研究では、遮水

効果が期待できる数種の簡易な修復材で軽微なひび割れを修復した供試体の耐久性評価を行い、凍害・塩害が複

合する劣化環境における軽微なひび割れに対する早期修復効果とその有効性について検討を行った。その結果、

軽微なひび割れであっても水分や塩化物イオンがコンクリート内部に多く浸透していくことから、凍害や塩害の

劣化が進行する厳しい環境では、早期にひび割れを修復することによってコンクリート構造物の耐久性を向上で

きる可能性が高いことを確認した。 
キーワード：軽微なひび割れ、早期修復、凍害・塩害、塩化物イオン、耐久性 
 
 
1.  はじめに 
昨今の既設コンクリート構造物の老朽化問題等にお

いて、補修、補強等によるコンクリートの延命化対策

が数多く実施されているが、従前の事後保全型の対策

から近年は予防保全型の対策に転換されてきており、

さらなるライフサイクルコスト縮減が求められている。

過年度の研究において、補修に関する施工管理技術等

を整理した補修マニュアル（案）1)を発刊したが、事後

保全対策と予防保全対策の適用区分や混在した場合の

対処方法等の課題は残っており、適切な予防保全対策

の展開のためには、コストや施工難度を抑制可能な補

修技術等が必要であり、それらを適用できる環境は未

だ整っていない。また、事後保全対策後でも、早期に

再劣化が生じる事例もあり、これらを防止する視点の

予防保全対策の検討も必要である。このような背景か

ら、予防保全対策として新たに適用可能な補修方法等

の検討、開発が必要であり、本研究において、新たな

補修技術等の適用方法や作業時の問題点、適用後の予

防効果や耐久性等について検討を行った。 
本報告は、新たな予防保全技術を含めた各種補修方

法等の比較的軽微なコンクリートの劣化状態への補修

効果等を検証し、これらが適用可能な現場条件や適用

箇所等を明らかにするための基礎的な実験結果を報告

するものである。これらの結果から、適切な時期に必

要な箇所への迅速な予防対応が可能になれば、既設コ

ンクリート構造物の延命化あるいは長寿命化における

技術的課題の解消に資するものである。 
 
2.  実験概要 
2.1 対象としたひび割れ 
コンクリート構造物にひび割れが発生し、凍害や塩

害等によってその後に劣化が進行するとコンクリート

構造物の耐久性は低下することから、ひび割れ修復等

によってコンクリート構造物の延命化が図られてきた。

ひび割れ修復は一般にひび割れ幅 0.2mm 以上が対象

とされ、0.2mm 未満の軽微なひび割れは修復されない

ことが多い。これは、鉄筋コンクリートの標準的なか

ぶり厚において、ひび割れ幅 0.2mm 未満では鋼材が腐

食しにくい 2)こと、また、ひび割れ幅 0.2mm 未満のひ

び割れ修復による劣化抑制効果は明確ではないことに

よる。しかし、凍害や塩害等が生じるような過酷な環

境下では劣化の進行が非常に速い 3)4)5)ことから、でき

るだけ早期に軽微なひび割れに予防保全対策を施すこ

とで結果的に維持管理費の低減に繋がると考える。し

たがって、本実験で対象としたひび割れは、ひび割れ

幅 0.2mm 未満の軽微なひび割れとし、これを早期に予

防処置することによるコンクリート構造物の長寿命化

への有効性を検討した。 
2.2 軽微なひび割れの予防保全技術の概要 
ひび割れ幅 0.2mm 未満のひび割れ修復方法には、既

存の工法としてひび割れ被覆工法やひび割れ含浸工法

がある 6)。しかしながら、これらの既存工法において
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も劣化抑制効果や費用対効果は不明確であり、特に、

積雪寒冷環境下や塩害環境下等の過酷な条件に晒され

るコンクリート構造物における有効性を検討した事例

はほとんどない。そこで本実験では、これらの既存工

法に加えて、費用対効果を考慮した簡易で安価な種々

の修復材の適用性も検討した。例えば、表面含浸材の

ようにコンクリートに浸透して固化するエポキシ樹脂

系の浸透性塗布材、ひび割れ表面を閉塞する防水テー

プやシール材等である。このような新たな修復材等も

用いてひび割れを修復した供試体（以下、修復供試体）

を作製し、遮蔽性試験や塩水浸漬試験による塩分浸透

抑制効果の検証、および凍結融解試験や乾湿繰り返し

試験等の耐久性試験による修復効果の持続性について

検証を行った。 
2.3 修復供試体の作製 
2.3.1 軽微なひび割れ供試体 
各種修復材のひび割れ修復後の性能を評価するため

には、供試体に軽微なひび割れを導入し、さらに導入

したひび割れがほぼ同じような状態となる必要がある。

そこで、山本らが提案した作製方法 7)を用いてひび割

れ供試体を作製した。表-2.1に示すモルタルおよびコ

ンクリートの配合で塩化ビニル管（以下、塩ビ管）を

型枠代わりにした円柱供試体を作製し、28 日間の水中

養生をした後、塩ビ管を外さずに円柱供試体を横向き

にして載荷割裂する方法でひび割れ幅 0.1mm 程度の

軽微なひび割れを導入した。モルタルで作製したひび

割れ供試体（以下、モルタル供試体）は直径（塩ビ管

内径）83mm、高さ 10mm、30mm、40mm の 3 種類、

コンクリートで作製したひび割れ供試体（以下、コン

クリート供試体）は、直径（塩ビ管内径）107mm、高

さ 100mm とした（図-2.1）。なお、ひび割れの状態や

形状等の違いによる各種性能試験への影響を極力少な

くするため、ほぼ鉛直に 1 本のひび割れが生じた供試

体を選定している。 
2.3.2 ひび割れの修復方法 
軽微なひび割れの修復に使用した各種修復材の種類

と主な諸元を表-2.2 示す。修復材 E1 と E2 はエポキ

シ樹脂系の浸透性塗布材であり、E1 と E2 の違いは硬

化前の粘度が異なる。修復材 KL はけい酸リチウム、

修復材SLはシラン・シロキサンの表面含浸材である。

修復材 CE はセメント系のひび割れ修復材でスプレー

缶の吹付タイプである。修復材 KL はひび割れ含浸工

法に該当する。同じく表面含浸材である修復材 SL は

ひび割れ含浸工法としては一般的に適用されないが、

今回の実験において適用を試みた。修復材 E1 と E2 も

微細な空隙やひび割れに浸透して固化するコンクリー

ト用の予防保全材であるが、ひび割れ含浸工法やひび

割れ被覆工法等の既存工法には該当しないため、新た

な予防保全技術として試用した材料である。修復材 UJ

表-2.1 モルタルおよびコンクリートの配合 

 

 

 
図-2.1 ひび割れ供試体 

表-2.2 各種修復材の種類と主な諸元 

 

 

 
図-2.2 修復方法と修復範囲 
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はシリコン樹脂系のコンクリート用落書き防止スプ

レー、修復材 MS はひび割れ注入工法の仮設材の注入

用シール材で材質は変成シリコーン、修復材 BT はポ

リエステル加工された軟質アルミ箔と粘着性ブチルゴ

ムとの２層構造の高性能な防水シールであり、これら

3 つの修復材はコンクリートのひび割れ修復を用途と

した材料ではないが、防水効果が期待できることから

今回の実験において試行的に適用した材料である。 
ひび割れ供試体への各種修復材の修復方法と修復範

囲は、図-2.2に示すように、モルタル供試体は 1 面（試

験面）の全面に修復材を施工、コンクリート供試体は

1 面（試験面）のひび割れを中心にしてひび割れに沿っ

て 50mm 幅で修復材を施工した。施工方法は、写真-

2.1 に示すように、E1、E2、KL、SL は刷毛による塗

布、CE と UJ は 300mm 程度離れた位置から吹付け、

MS はヘラ塗り付け、BT は手貼付けとした。施工量は

それぞれの製品の標準量に準拠し、室温 20℃の恒温室

で施工して、施工後は 7 日間静置して養生した。なお、

塩ビ管とモルタルおよびコンクリートとの境界からの

水分浸入等を防止するために防水用シリコンで保護加

工を施した。また、比較ケースとして、無対策のひび

割れ有り無しのケース、およびモルタル供試体はひび

割れ無しで各種修復材を施工したケースも作製した。 
2.4 試験ケースと各種性能試験の概要 
試験ケースを表-2.3に示す。各種修復材の劣化因子

の遮蔽性や侵入抑制効果を評価するため、モルタル供

試体を用いた塩水浸漬試験と遮蔽性試験を実施した。

また、各種修復材の修復後の耐久性等を評価するため、

モルタル供試体で凍結融解試験、コンクリート供試体

で乾湿繰り返し試験を実施した。以下に、各種性能試

験と耐久性試験の概要を記す。 
2.4.1 塩水浸漬試験 
塩水浸漬試験は、図-2.3に示すイメージ図のように、

高さ 40mm のモルタル供試体の試験面（修復面）を塩

水に浸漬させて一定期間静置する試験を行った。浸漬

方法は、試験面を下向きにして塩化物イオン濃度 3%
の塩水に深さ 5mm まで浸漬し、90 日間静置した。測

定は、供試体を浸漬した直後から塩水が供試体背面（上

面）まで浸透する状態を目視で観察し、浸漬期間終了

後は、供試体のひび割れ面に硝酸銀溶液を噴霧して塩

化物イオンの浸透状態の確認と、試験面から 10mm ま

でのモルタルに含まれる塩化物イオン濃度の測定を

行った。塩化物イオンの浸透状態の確認方法は、ひび

割れ有りのモルタル供試体は塩ビ管を脱型してひび割

れ面を、ひび割れ無しのモルタル供試体は載荷割裂さ

せてから塩ビ管を脱型して割裂面をそれぞれ露出させ、

ひび割れ面および割裂面に 1mol/L の硝酸銀溶液を噴

霧して 1 時間静置し、塩化物イオンに反応して白く変

色した範囲をデジタル画像からトレースして一般的な

画像解析ソフトを用いてその面積を算出した。また、

塩化物イオンの浸透状態を測定した後、試験面から深

さ 10mm分を切断して供試体から採取した試験片を用

いて、電位差滴定法による塩化物イオン濃度の測定を

行った。 
2.4.2 遮蔽性試験 
遮蔽性試験は、図-2.4に示すように、高さ 10mm の

モルタル供試体を試験装置 8)の中心に設置して、修復

材を施した試験面側に塩化物イオン濃度 3%の塩水、

背面側に蒸留水を入れた状態で一定期間静置し、背面

側の蒸留水の塩化物イオン濃度を測定して遮蔽効果を

 

写真-2.1 修復材の施工方法 

表-2.3 試験ケース 

 
 

図-2.3 塩水浸漬試験のイメージ図 

有り 無し 有り 無し 有り 無し 有り 無し

E1 ○ ○ ○ ○ ○ ○

E2 ○ ○ ○ ○ ○ ○

KL ○ ○ ○ ○ ○ ○

SL ○ ○ ○ ○ ○ ○

CE ○ ○ ○ ○ ○

UJ ○ ○ ○ ○ ○

MS ○ ○ ○ ○ ○ ○

BT ○ ○ ○ ○ ○ ○

NC ○ ○ ○ ○

NN ○ ○ ○ ○

修復材

塩水浸漬 遮蔽性 凍結融解 乾湿繰り返し

ひび割れの有無
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評価する方法である。例えば、蒸留水から塩化物イオ

ンが検出された場合、塩水が修復材を浸透・通過して

背面側の蒸留水に到達したことになる。本試験では 90
日間静置した後に蒸留水の塩化物イオン濃度を電位差

滴定法で測定した。 
2.4.3 凍結融解試験 
凍結融解試験は、高さ 30mm のモルタル供試体を用

いて RILEM に準じた CDF 試験 9)を行った。CDF 試験

方法のイメージ図を図-2.5に示す。試験方法は、供試

体の試験面（修復面）を下向きにして 5mm の深さまで

試験水（塩化物イオン濃度 3%の塩水）に 7 日間浸漬

した後、10℃/ h の低速で-20℃まで 4 時間冷却して-
20℃で 3 時間保持、10℃/ h の低速で+20℃まで 4 時間

加熱して+20℃で 1 時間保持する 12 時間 1 サイクル工

程の凍結融解試験を行った。本試験では 56 サイクル

まで実施し、約 7 サイクル毎にスケーリング量を測定

して、累計スケーリング量を算出した。また、試験終

了後の試験面を目視観察して劣化状態の評価を行った。 
2.4.4 乾湿繰り返し試験 
乾湿繰り返し試験は、コンクリート供試体を用いて、

20℃の塩化物イオン濃度 3%の塩水に 8時間浸漬、70℃
に設定した乾燥機で 40 時間乾燥させる工程を 1 サイ

クルとして、65 サイクル実施した。塩水への浸漬方法

は、塩水浸漬試験と同様に試験面（修復面）を下向き

にして 5mm の深さまで試験水に浸漬した（図-2.3）。

測定は、乾燥 40 時間後のコンクリート供試体の質量

を 6～7 サイクル毎に測定し、0 サイクル時の初期質量

に対する質量変化量を算出した。なお、初期質量は、

供試体に修復材を施工して室温 20℃の恒温室で 7 日

間養生し、試験水（塩水）に浸漬する直前の自然乾燥

した状態で測定した値とした。 
 
3.  実験結果 
3.1 塩化物イオンの浸透状態と修復材の遮蔽効果 
表-3.1 にモルタル供試体上面への塩水浸透状態の

 

図-2.4 遮蔽性試験のイメージ図と試験状況例 

 

図-2.5 CDF試験のイメージ図 

表-3.1 モルタル供試体上面への塩水浸透状態の記録 

 

 

 写真-3.1 塩水浸透状態の例 
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記録、および塩水浸漬試験開始から 1 時間後、1 日後、

3 日後のモルタル供試体上面の塩水浸透の状況例を写

真-3.1 に示す。ひび割れ有りで無対策の NC、セメン

ト系の CE およびシリコン樹脂系の UJ は、浸漬開始 1
時間後にはひび割れを伝って塩水が上面に達した。そ

の後、徐々に浸透が広がって浸漬 3 日目には上面全体

に浸みた状態となった。これらに少し遅れてけい酸リ

チウムの KL も 1 日目にはひび割れを伝って徐々に浸

透し、3 日目から 7 日目までの間に上面全体に浸みた

状態になった。その他の試験ケースでは、浸漬 90 日後

でも上面への塩水の浸透は見られなかった。この結果

から、KL、CE、UJ はひび割れからの塩水の浸入を防

止できなかったと言える。 

写真-3.2 に塩水浸漬試験における浸漬 90 日後の硝

酸銀溶液が塩化物イオンに反応した範囲と算出した反

応面積を示す。KL、CE、UJ および NC のひび割れ面

は広く変色しており、上述した塩水がひび割れを伝っ

て背面まで浸透したことを裏付ける結果となった。ま

た、ひび割れ無しの KL、CE、UJ および NN の割裂面

においても試験面から 10mm程度の深さまで変色が見

られたことから、KL、CE、UJ は塩水が浸漬する条件

下では塩化物イオンの浸透抑制効果をほとんど得られ

ないと結果となった。一方で、ひび割れ有りの E1、E2、
SL、MS、および BT では、試験面から深さ 5mm 程の

変色が見られるが、ひび割れ無しではほとんど変色し

ていないことから、塩化物イオンの浸透抑制効果が高

いと言える。 
次に、塩水浸漬試験の浸漬 90 日後における試験面

から深さ 10mmまでのモルタルに含まれる塩化物イオ

ン濃度を図-3.1 に示し、遮蔽性試験の 90 日後におけ

 

写真-3.2 浸漬 90日後の塩化物イオンの反応範囲と反応面積 

（白く変色した部分に塩化物イオンが存在） 

 

図-3.1 塩水浸漬試験における塩化物イオン濃度 

 

図-3.2 遮蔽性試験における塩化物イオン濃度 
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る蒸留水の塩化物イオン濃度を図-3.2に示す。無対策

の NC と NN を比較すると、塩水浸漬試験ではひび割

れの有無で大きく差が出ているが、遮蔽性試験では

NC と NN の塩化物イオン濃度の差はほとんどない。

この違いは、塩水浸漬試験では塩水が供試体の厚さ

40mm のひび割れを伝って、モルタル内部に多くの塩

化物イオンが浸透・蓄積されたと考えられ、一方で遮

蔽性試験では供試体の厚さが 10mm と薄く、両面から

の水分供給でモルタル内はすぐに水分飽和状態となり、

ひび割れがあっても塩化物イオンの移動があまりな

かったと推測する。E1 と E2 は、ひび割れの有無に関

わらず両試験共に塩化物イオン濃度が非常に低いこと

から、高い遮蔽効果が得られていると言える。一方で、

両試験共に塩化物イオン濃度が高い CE と UJ は、遮蔽

効果が非常に低いと言える。SL は両試験共に塩化物イ

オン濃度は無対策の半分程度であり、ある程度の遮蔽

効果を発揮していると言える。塩分浸漬試験で塩化物

イオン濃度が高い KL は遮蔽性試験では低くなってい

る。逆に、塩水浸漬試験で塩化物イオン濃度が低い MS
と BT は、遮蔽性試験では塩化物イオン濃度が高く

なっている。KL は、緻密化することで遮水効果は得ら

れるが水分浸透を完全には抑制できないため、遮蔽性

試験では深さ 10mm 分のひび割れは閉塞できたが、塩

水浸漬試験の深さ 40mmのひび割れを完全には閉塞で

きず、塩水がひび割れを伝って徐々に内部に浸透して

塩化物イオンが蓄積したと推測する。MS と BT は、修

復面側からの塩水浸透は密封できるため、塩水浸漬試

験では遮蔽効果を発揮したが、遮蔽性試験では背面側

から蒸留水が浸透するため、付着界面まで達した蒸留

水が修復材の付着力を弱めて隙間が生じ、その隙間か

ら修復面側の塩水が蒸留水側に浸入したと推測できる。 
以上の結果から、微細なひび割れでも塩化物イオン

はひび割れを伝って内部に浸透・蓄積していくこと、

軽微なひび割れを簡易な修復方法でも早期に修復する

ことで塩化物イオンの浸透抑制効果を得られることが

確認できた。 
3.2 耐凍害性に関する評価 
図-3.3 および写真-3.3 に、CDF 試験における凍結

融解サイクル数の増加に伴う累計スケーリング量、お

よび試験終了後の試験面の劣化状況を示す。ひび割れ

有りで無対策 NC の累計スケーリング量の増加が一番

大きく、ひび割れ近傍から大きく欠損していることか

ら、ひび割れの影響で塩水による凍害劣化が進行した

ことが示唆される。CE と UJ も NC に次いで累計ス

ケーリング量が大きく増加してひび割れ近傍から大き

く欠損しており、前述した塩化物イオンの浸透抑制効

果が非常に低いことから、耐凍害性も含めて修復効果

は期待できない結果となった。次いで、累計スケーリ

ング量が多いひび割れ無しの無対策 NN と KL はほぼ

同程度の劣化状態であり、1 面からの給水であれば、

KL はある程度の耐凍害性を得られる結果となった。

上記以外のケースでは、CDF 試験 56 サイクル後でも

スケーリングによる欠損はほとんど見られず、耐凍害

 
図-3.3 累計スケーリング量 

 

 

写真-3.3 試験面の劣化状況 
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性の向上に非常に有効であることを確認した。 
3.3 乾湿繰り返しの耐久性に関する評価 
図-3.4および写真-3.4に、乾湿繰り返し試験におけ

るサイクル数の増加に伴う供試体質量の変化、および

試験開始 0 サイクル、中間 37 サイクル、試験終了 65
サイクル時の試験面の劣化状況を示す。なお、MS は

早期に剥離したため、0、11、31 サイクルの劣化状況

を示す。供試体の質量変化では、すべてのケースでサ

イクル数の増加に伴って一旦質量が減少した後に増加

し、その後高止まりになる傾向にあった。最初に減少

した理由は、初期値である自然乾燥状態の質量から乾

燥機の強制乾燥によって供試体の含水量が一時的に大

きく減少したことと、試験面がサイクル序盤ではまだ

緻密さを保持していて塩水の浸透が少なかったためと

思われる。その後に質量が増加したのは、少しずつ劣

化し始めた試験面からの浸水量が徐々に多くなり、

70℃で 40 時間の乾燥工程ではコンクリート内部の水

分が蒸発せずに多く残ってしまったこと、浸透した塩

水が表面付近で蒸発する際に結晶化したこと、および

塩ビ管とコンクリートとの境界の浸水防止用シリコン

の接着が弱まり、塩ビ管との隙間にも滞水が発生した

ことが原因と考えている。写真-3.4をみると、表面の

欠損が顕著なのは無対策の NC と NN であり、特にひ

び割れ有りの NC は一番多く欠損している。修復材を

施したケースにおいても、サイクル数の増加とともに

試験面表面のモルタル分は徐々に欠損している。この

ため、供試体の質量は徐々に減少していくと予想して

いたが、試験終了の 65 サイクルの段階で質量は減少

していないことから、欠損した質量よりも内部の滞水

量のほうがまだ多い状態であると推測している。今後、

その後の状態変化については再実験を行う予定である。 

なお、今回実施した乾湿繰り返し試験の範囲では、

適用した各修復材によって軽微なひび割れを修復する

ことで無対策よりも表面の欠損を抑制できていること

から、乾湿繰り返し環境での適用には有効であること

を確認した。 

3.4 修復効果の向上に関する考察 
塩水浸漬試験と凍結融解試験の結果から、ひび割れ

無しで無対策の NN の塩化物イオン量と累計スケーリ

 

図-3.4 供試体の質量変化量 

 

写真-3.4 試験面の劣化状況 
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ング量を基準値として、基準値に対する各ケースの塩

化物イオン量の増加率と累計スケーリング量の増加率

を求めた。図-3.5にその関係を示す。この図では、各

修復材の修復効果の良否を基準値に対する増減から判

断して環境条件における各修復材の有効性を示した。

ひび割れ有りで無対策の NC は、塩化物イオン量と累

計スケーリング量の両方共に増加率が一番大きく、無

対策では塩害と凍害の劣化が進行することがわかる。

CE と UJ も増加率が両方共大きいため、凍害と塩害の

複合環境では軽微なひび割れへの修復に適さないと判

断できる。KL は累計スケーリング量の増減はないが

塩化物イオン量の増加率は大きいことから、厳しい塩

害環境での適用は難しいと言える。それ以外の修復材

は、塩化物イオン量と累計スケーリング量共に基準値

よりも減少範囲にあり、ひび割れ無しの無対策 NN よ

りも劣化等が進展しないことから、修復効果が高く、

軽微なひび割れへの修復に有効であると判断できる。

このことから、修復効果が高い E1、E2、SL、MS、BT
の各修復材は、厳しい塩害と凍害の複合環境における

簡易な修復材として適用できる可能性が高いと考える。 
 
4.  まとめ 
本研究では、コンクリートのさらなる耐久性向上を

目的として、通常では修復が見送られる軽微なひび割

れにおいて、厳しい環境では劣化因子が多く侵入し、

劣化も進行しやすいことを確認し、その劣化予防とし

ての簡易な材料および方法によるひび割れ修復効果と

有効性について検討を行った。以下に、本研究で得ら

れた知見を記す。 
1） 厳しい塩害環境では軽微なひび割れでもコンク

リート内部に塩化物イオンが多く侵入する。 
2） 軽微なひび割れを状況に応じた修復材で早期に適

切に修復することによって、塩分の浸透抑制や耐

凍害性の向上が期待できる。 
3） 塩分浸透抑制や耐凍害性の向上に効果が期待出

来る修復材は、乾湿繰り返し作用に対しても修復

効果が期待できる。 
4） 今回試用した簡易な修復材の内、修復効果が高い

修復材は、厳しい塩害と凍害の複合環境における

早期予防処置へ適用できる可能性が示された。 
以上の結果から、本研究において、軽微なひび割れ

に対する早期の予防保全対策の有効性についての基

礎データを得ることができた。 
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